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要約：従来の観光振興の問題点のひとつとして、観光情報提供の方法がある。従来の観光情報提供は、
市町村といった行政区域によって分断されたり、特定の潜在的観光者の興味に沿った観光対象の検索が
難しかったりといった問題点を持っていた。和歌山大学観光学部が取り組んだ、オンリーワン研究『≪
観光コンテンツ・リノベーション≫事業モデルの構築』では、この問題点を解決する試みとして、大学
発の広域観光情報提供システムである実験サイト「和歌山観光情報」を構築し、公開することによって
情報提供に取り組んだ。そして同時に、このシステムは、潜在的観光者の観光情報検索の状況を知るア
クセス情報を蓄積することを可能としている。今回、公開を始めて1年間に蓄積されたアクセス情報を分
析するとによって、潜在的観光者の観光情報検索についての知見を得ることができた。今後、このシス
テムを継続的に維持できれば、観光者、地域住民、観光事業者、そして大学それぞれに、有意義な情報
を提供し続けることができる資産とすることができるだろう。 
 
１．はじめに 
観光分野での事業振興の必要性は、これまでたびた
び指摘されてきた。観光振興が、その成果を挙げるた
めには、継続的に観光者を集め、受け入れ地域と観光
者の双方に利益をもたらす革新的事業モデルを構築
しなければならない。このような事業モデルを機能さ
せるためには、遠方にいるであろう潜在的観光者に、
その地を訪問したいという気持ちにさせなくてはな
らない。この機能は、まさにマーケティングが担うべ
き機能である。したがって、観光分野において革新的
事業モデル構築を行うには、マーケティングの視点か
らのアプローチが不可欠である。しかしながら、これ
までの状況を鑑みると、観光分野へのマーケティング
の適用は十全に行われてきたとは言い難い。このこと
の大きな理由のひとつに、誰が何をどのようにマーケ
ティングしていくのかという、マーケティング行為自
体の中核部分における決定ないし意思統一が不完全
にしか行われてこなかったという問題が指摘できる
だろう。確かに、観光行動の対象が広範囲にわたるた
め、それをマーケティングする側の対応範囲を超えて
しまう（例えば、自治体の行政区域や個別企業の境界）
という困難さが存在することは否定できない。しかし、
だからといって、対応を疎かにしておいて良いわけで
はない。何らかの方策によって、このミスマッチを解
消して、より適切な観光マーケティングを追求してい
くことが求められている。 
しかし、観光分野の特徴を適切に反映した創造的な
マーケティングを実現することには成功してきたと
はいえないi。実際に行われている観光分野での「マー
ケティング」は、従来からの販売促進のやり方の延長
でしかないように感じられる。このような取り組みは、
マーケティングと呼ぶにはいささか不足がある。マー
                                                          
i 例えば、図表１に示すように、国民の１人当たりの観
光・レクリエーション目的での年間平均宿泊数は、ここ数
年間、減少傾向を示している（国土交通省「旅行・観光産
業の経済効果に関する調査研究」より）。 
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ケティングとは、『企業および他の組織（教育・医療・
行政などの機関、団体などを含む）がグローバルな視
野（国内外の社会、文化、自然環境の重視）に立ち、
顧客（一般消費者、取引先、関係する機関・個人・お
よび地域住民を含む）との相互理解を得ながら、公正
な競争を通じて行う市場創造のための総合的活動（組
織の内外に向けて統合・調整されたリサーチ・製品・
価格・プロモーション・流通、および顧客・環境関係
などに係わる諸活動をいう）である』と定義されてい
るii。マーケティング自体は、製造業において巨大な生
産能力を獲得した企業が自社製品の需要を創造し維
持するべく発生した機能だが、現代のマーケティング
は、観光以外の様々な事業領域での適用の結果、多く
の概念や手法を備えている。真に求められているのは、
このようなマーケティング領域で利用可能な多様な
概念や手法を、なかんずく需要創造のためには顧客の
視点からビジネス全体を構成しなければならないと
いうマーケティング的発想法を、観光領域の特徴を考
慮しながら、適切に適用する努力であろう。このよう
な努力を継続することによって、革新的な観光事業モ
デルが構築でき、その結果として地域が活性化され、
豊かになるという結果がもたらされると期待できる。 
 
図表1 国民一人当たりの年間日帰り旅行回数および年間平均観光
宿泊数の推移 
出所：国土交通省「旅行・観光産業の経済効果に関する調査研究」
より著者作成 
 
和歌山大学オンリー･ワン創成プロジェクト研究で
ある『≪観光コンテンツ・リノベーション≫事業モデ
ルの構築』で取り組んだ中核課題が、まさにこの問題
である。広域（和歌山県全域）を対象とした観光情報
システムを構築することによって、自治体や企業の境
                                                          
ii 日本マーケティング協会（1990 年）。 
界にとらわれない広範囲におよぶ統一された観光情
報を一元的に提供することによって、潜在的観光者の
利用しやすい観光情報提供を行うことを試みようと
している。このような情報を提供することによって、
潜在的観光者たちは、個々人の興味にフィットする観
光対象の組み合わせを検索することができ、地域への
観光来訪の動機付けを与えることができる。また、ど
のような情報が求められているのかを情報システム
の利用状況から分析することが可能であり、これを各
地域にフィードバックすることによって、観光者たち
のニーズを知り、それへの対応を考えることが可能と
なる。 
このようなシステム構築を通じた、革新的な観光事
業モデルの創発の可能性を議論するために、本稿では、
観光マーケティングの特徴について概観することか
ら始める。 
 
２. 観光マーケティングの特徴 
2.1 観光マーケティングとデスティネーション 
 観光を推進するためのマーケティングを考えた場
合、大きく2つのタイプに分けられる。すなわち、個
別企業が行うマーケティングと地域を客体としたマ
ーケティングである。前者は、展望施設や展示施設、
あるいは神社仏閣などのアトラクションiii施設、旅
館・ホテルなどの宿泊施設、そして交通機関など、そ
の需要の一部（割合は様々だろうが）を観光来訪者に
よって得ている様々な事業への需要を創造するため
に当該事業を運営する個別企業が行うマーケティン
グ活動である。一方、後者は、特定の地域を観光目的
地とし、その観光目的地への需要を創造しようという
マーケティング活動である。そのため、このようなマ
ーケティングを目的地マーケティングあるいはデス
ティネーション（destination）・マーケティングと呼
ぶ。本稿では、このデスティネーション・マーケティ
ングをテーマとして、これまでのアプローチの課題を
確認し、それを改善して地域への観光来訪をいかに促
進するかに対する考察を行うとことにする。 
 
 
                                                          
iii アトラクション(attraction)という言葉は、日本語では
「集客のために行う娯楽を提供する出し物」といった意味
合いで使われることが多いが、ここでは文字通りの「（娯
楽に限らず）人を惹き付ける魅力をもった様々な対象」と
いう意味で用いている。 
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2.2 デスティネーション・マーケティングの考え方と
手法 
 観光を促進し多くの観光来訪客を迎えることが、そ
れを受け入れる地域にとって様々な便益をもたらす
ことは、既に繰り返し指摘されている。例えば、経済
効果であり、それにより直接的さらに間接的な雇用が
創出されること、さらに当該地域に対して他地域の人
びとが良いイメージを抱くこと、一方、受入地域では
そこの住民が当該地域に対する認識を新たにし、自分
たちの文化に対する再発見や地域への愛着を深める
といった効果もあるといわれている。これらの効果を
目指して、デスティネーション・マーケティングの必
要性が説かれているiv。我が国では、平成18年度にお
ける国内での旅行消費額は23.5兆円に達し、これが52.
9兆円の経済波及効果と441.8万人の雇用誘発効果をも
たらしたと報告されているv。これまで、デスティネー
ション・マーケティングが、どのように行われてきた
かを以下で概観する。 
 マーケティングは、前述したように、企業および他
の組織がグローバルな視野に立ち、顧客との相互理解
を得ながら、公正な競争を通じて行う市場創造のため
の総合的活動である。デスティネーション・マーケテ
ィングは、このようなマーケティングの活動の客体で
ある製品に観光目的地としての地域を位置づけて計
画・実行されることになる。デスティネーション・マ
ーケティングが客体として扱う、観光目的地には、国、
近畿や東北といった国内の地方、都道府県、市町村、
あるいは和歌浦や加太といったより狭い地域など
様々なレベルがある。また、これらのデスティネーシ
ョン・マーケティングを行う主体は、政府観光局や地
方自治体の観光担当部署といった公共セクターない
しそれぞれの地域の観光協会といった組織であるこ
とが多い。 
 ラムズドンによると、既存のデスティネーション・
マーケティングでは、観光目的地は、主要なアトラク
ション(Prime attractor)、建造物環境(Built environment)、
                                                          
iv コトラーほか『コトラーのホスピタリティ＆ツーリズ
ム・マーケティング』，p.574。 
v 国土交通省「平成 18 年度旅行・観光産業の経済効果に
関する調査研究Ⅶ」の概要。 
支援サービスの提供(Supporting supply services)、社会
文化的次元(Sociocultural dimensions)の4つの要素から
なるとされているvi。また、デスティネーション・マ
ーケティングに影響を及ぼす外部要因として、自然資
源、気候、文化の3つの要因が挙げられている。この
ような前提の下、当該地域に対して潜在的観光来訪者
にとって魅力的なイメージを形成し、地域の社会や自
然環境に過大な負担を掛けないように、持続可能な観
光開発を目指したマーケティング行為がデスティネ
ーション・マーケティングの基本的目標であるとして
いるvii。 
 
図表2：デスティネーション・マーケティングのプロセス概要 
出所：Ernie Heath & Geoffrey Wall, “Marketing Tourism 
 Destinations”, p.9より筆者作成 
 
 デスティネーション・マーケティングにおいては、
その客体となる地域を製品と捉えるが、より具体的に
は当該地域に存在する観光対象となる観光資源およ
び観光施設viiiを調査し、それらの中から主要なアトラ
クションとなるひとつないしいくつかの観光対象を
                                                          
vi Les Lumsdon "Tourism Marketing", p.239。 
vii 同上書 p.246。 
viii 通常は、観光資源と観光施設の組み合わせが、観光対
象となる。 
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グ活動である。一方、後者は、特定の地域を観光目的
地とし、その観光目的地への需要を創造しようという
マーケティング活動である。そのため、このようなマ
ーケティングを目的地マーケティングあるいはデス
ティネーション（destination）・マーケティングと呼
ぶ。本稿では、このデスティネーション・マーケティ
ングをテーマとして、これまでのアプローチの課題を
確認し、それを改善して地域への観光来訪をいかに促
進するかに対する考察を行うとことにする。 
 
 
                                                          
iii アトラクション(attraction)という言葉は、日本語では
「集客のために行う娯楽を提供する出し物」といった意味
合いで使われることが多いが、ここでは文字通りの「（娯
楽に限らず）人を惹き付ける魅力をもった様々な対象」と
いう意味で用いている。 
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2.2 デスティネーション・マーケティングの考え方と
手法 
 観光を促進し多くの観光来訪客を迎えることが、そ
れを受け入れる地域にとって様々な便益をもたらす
ことは、既に繰り返し指摘されている。例えば、経済
効果であり、それにより直接的さらに間接的な雇用が
創出されること、さらに当該地域に対して他地域の人
びとが良いイメージを抱くこと、一方、受入地域では
そこの住民が当該地域に対する認識を新たにし、自分
たちの文化に対する再発見や地域への愛着を深める
といった効果もあるといわれている。これらの効果を
目指して、デスティネーション・マーケティングの必
要性が説かれているiv。我が国では、平成18年度にお
ける国内での旅行消費額は23.5兆円に達し、これが52.
9兆円の経済波及効果と441.8万人の雇用誘発効果をも
たらしたと報告されているv。これまで、デスティネー
ション・マーケティングが、どのように行われてきた
かを以下で概観する。 
 マーケティングは、前述したように、企業および他
の組織がグローバルな視野に立ち、顧客との相互理解
を得ながら、公正な競争を通じて行う市場創造のため
の総合的活動である。デスティネーション・マーケテ
ィングは、このようなマーケティングの活動の客体で
ある製品に観光目的地としての地域を位置づけて計
画・実行されることになる。デスティネーション・マ
ーケティングが客体として扱う、観光目的地には、国、
近畿や東北といった国内の地方、都道府県、市町村、
あるいは和歌浦や加太といったより狭い地域など
様々なレベルがある。また、これらのデスティネーシ
ョン・マーケティングを行う主体は、政府観光局や地
方自治体の観光担当部署といった公共セクターない
しそれぞれの地域の観光協会といった組織であるこ
とが多い。 
 ラムズドンによると、既存のデスティネーション・
マーケティングでは、観光目的地は、主要なアトラク
ション(Prime attractor)、建造物環境(Built environment)、
                                                          
iv コトラーほか『コトラーのホスピタリティ＆ツーリズ
ム・マーケティング』，p.574。 
v 国土交通省「平成 18 年度旅行・観光産業の経済効果に
関する調査研究Ⅶ」の概要。 
支援サービスの提供(Supporting supply services)、社会
文化的次元(Sociocultural dimensions)の4つの要素から
なるとされているvi。また、デスティネーション・マ
ーケティングに影響を及ぼす外部要因として、自然資
源、気候、文化の3つの要因が挙げられている。この
ような前提の下、当該地域に対して潜在的観光来訪者
にとって魅力的なイメージを形成し、地域の社会や自
然環境に過大な負担を掛けないように、持続可能な観
光開発を目指したマーケティング行為がデスティネ
ーション・マーケティングの基本的目標であるとして
いるvii。 
 
図表2：デスティネーション・マーケティングのプロセス概要 
出所：Ernie Heath & Geoffrey Wall, “Marketing Tourism 
 Destinations”, p.9より筆者作成 
 
 デスティネーション・マーケティングにおいては、
その客体となる地域を製品と捉えるが、より具体的に
は当該地域に存在する観光対象となる観光資源およ
び観光施設viiiを調査し、それらの中から主要なアトラ
クションとなるひとつないしいくつかの観光対象を
                                                          
vi Les Lumsdon "Tourism Marketing", p.239。 
vii 同上書 p.246。 
viii 通常は、観光資源と観光施設の組み合わせが、観光対
象となる。 
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選択し、それに沿ったテーマを設定して、そのテーマ
に適合する市場細分を潜在観光訪問者の中からター
ゲットとして選択し、そのターゲットに向けたプロモ
ーションなどのマーケティング計画を策定する、とい
った手順が採用されるix。全体として採用されるマー
ケティング・プロセスの概要を図表2に示す。この図
から明らかなように、このようなデスティネーショ
ン・マーケティングのプロセスは、基本的に戦略的マ
ーケティングのそれであり、客体が地域であることに
よる変更を加えたものである。もちろん、競合する他
地域との競争に打ち勝って、より多くの観光来訪者を
獲得するためには、このようなアプローチはそれなり
の効果を発揮するだろう。しかし、客体が地域である
という特性が、通常のマーケティングとは異なった問
題を招来させる危険がある。次節では、これまで行わ
れてきたデスティネーション・マーケティングにおけ
る問題点を整理してみる。 
 
３. 従来型観光マーケティングの問題点 
3.1従来型デスティネーション・マーケティングの問題
点 
 次のような状況を考えてみよう。ある地域が何らか
の観光対象を主要なアトラクションとして選択し、そ
れに沿ったテーマを設定して、そのテーマに興味を持
っているターゲットにプロモーションを実施してい
る場合である。具体的には、歴史遺産を取り上げて歴
史の町として、歴史に興味を持つ熟年層にアピールし
ても良いし、美しい砂浜を取り上げて、太陽と海の健
康的なスポーツの町として小さな子供のいるファミ
リー層をターゲットとしても良い。この後の比較のた
めに、このようなアプローチを「焦点型デスティネー
ション・マーケティング」と呼ぶことにしよう。焦点
型デスティネーション・マーケティングが成功して、
期待したとおりに来訪者たちが訪れたとしても、それ
で終わりにはならないのである。第1に、そのような
成功が永続するという保証はなく、ほとんどの場合、
時間とともに来訪者たちの興味の対象が変化したり、
新たな競合地域が現れてそちらに来訪者たちを奪わ
                                                          
ix Ernie Heath & Geoffrey Wall, "Marketing Tourism 
Destinations", p.128。 
れたりという、陳腐化が発生する。第2に、特にビジ
ネスとしての観光は、持続的な成長を要求し、そのた
めに新たな需要を惹き付けるという要求が発生し、そ
のためにリニューアルへの圧力が発生する。 
 いずれの場合にも、それまでのテーマに新たなアト
ラクションを追加したり、それまでとは異なったアト
ラクションとテーマを設定したり、といったてこ入れ
ないし変更を必要とする。ところが、製造業の場合は、
自社の製品をどのように作ってどのようにマーケテ
ィングするのかということをほぼ完全にコントロー
ルでき、異なったタイプの製品を同時に生産・販売す
ることも可能だが、デスティネーション・マーケティ
ングの場合にはそれが困難なのである。例えば、製品
のリニューアルを行う場合、それまでの製品は販売を
中止し、市場には新しい製品だけが供給されるように
切り替えることが可能である。あるいは、ある製造業
者が、同一製品カテゴリーの異なった複数製品を同一
の工場で生産することは、全く問題ではなく、逆に工
場の稼働率を確保するためには望ましいことですら
ある。生産する製品は、工場の生産ラインさえ対応で
きれば、高級品から低価格の普及品、あるいは華美な
装飾や流麗なデザインをまとった製品からシンプル
な実用品までどんなに幅広くても問題はない。製品カ
テゴリーにさえ制約されないかも知れない。もちろん、
全く異なったタイプの製品を一括りにして市場に提
供使用とすると顧客が混乱してしまう危険があるが、
それぞれに異なったブランドを付与して、異なったマ
ーケティングを行えば、この問題はクリア可能である。
しかし、デスティネーション・マーケティングでは、
このようなアプローチは困難である。少なくとも、地
理的には同一の地域内であることは自明なため、異な
った観光テーマを求める来訪者たちを混在させるこ
とになる。プロモーションにおいては、同一の対象を
異なったテーマで訴求すると、それらを受け取った人
びとがその地域に対して抱くイメージが混乱してし
まい、訪れてみたい場所という印象を与える力はそが
れてしまうだろう。 
 また、焦点型デスティネーション・マーケティング
として、特定の観光対象のみを主要なアトラクション
として取り上げると、選に漏れた観光対象に係わって
いる人びとの反発を招く危険がある。デスティネーシ
ョン・マーケティングの主体は、多くの場合に政府・
自治体や観光協会のような組織である。政府・自治体
は、基本的に国民や住民を平等に扱うということが前
提なので、選ばれなかった観光対象の関係者もまた国
民・住民なので、彼らから大きな反発が起きるような
施策は採りにくい。観光協会等も様々な立場の会員か
らなっているので、会員間に不公平感が起こるような
行動は避けがちになるという点では同様である。この
ようなことから、従来のデスティネーション・マーケ
ティングにおけるプロモーションでは、主要なアトラ
クションを目立たせていたりはしても、基本的にその
地域に存在する観光対象を総花的に網羅している観
光情報の提供が多く見受けられる。各地で発行されて
いる観光案内の冊子やホームページを閲覧すると、こ
のような傾向を観察することができる。これらを見る
と、どこの市町村も、自然があり、神社仏閣があり、
歴史上の偉人が活躍した史跡があり、温泉があって、
名物料理がある、といったように非常によく似た内容
になってしまっている。これでは、興味を持ってくれ
た潜在的来訪者が見たとしても、その地域の特徴や、
その来訪者が持っている興味に対応した観光対象が
あるのかどうかを見つけ出すのは容易ではないだろ
う。このようなアプローチを「網羅型デスティネーシ
ョン・マーケティング」と呼ぶことにする。先に紹介
した焦点型デスティネーション・マーケティングと網
羅型デスティネーション・マーケティングのそれぞれ
が観光対象をどのように扱っているかを比較するた
めに、図表3と図表4に模式的に示す。 
 このように、どちらの場合でも多くのデスティネー
ション・マーケティングにおいて、自治体などの範囲
で観光情報が分断されていることは、別の側面からの
問題も引き起こしている。つまり、近隣の他の自治体
に存在する観光対象との組み合わせの可能性の障害
となっていることである。自然、歴史、文化といった
観光来訪者が訪問の目的とする多くの領域で、それに
係わる観光対象はある一定の地理的範囲に分散して
存在していることが多いが、それらが特定の自治体の
行政域内に収まっている保証はどこにもない。現実に
は、複数の自治体にまたがって存在していることが 
図表3：焦点型デスティネーション・マーケティングの模式図 
筆者作成 
図表４：網羅型デスティネーション・マーケティングの模式図 
筆者作成 
 
多く見受けられるが、それらを適切に組み合わせて、
ある観光来訪者の興味に充分応えられるようなセッ
トを提案できる観光プロモーションは実現されてお
らずx、個々の潜在的来訪者が様々な情報を収集して、
その中から自身の興味に対応する観光対象を探し出
し、自らの手でそれらを巡る行程を計画しなければな
らない、という問題が放置されているというのが現状
である。 
                                                          
x このような試みとして、観光庁が「発見！観光宝探しデ
ータベース」というインターネット・サイト
（http://www.kanko-otakara.jp/jp/index.html）を運営してい
るが、紹介されている観光対象も限られ、まだ試用段階の
感がぬぐえない。 
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選択し、それに沿ったテーマを設定して、そのテーマ
に適合する市場細分を潜在観光訪問者の中からター
ゲットとして選択し、そのターゲットに向けたプロモ
ーションなどのマーケティング計画を策定する、とい
った手順が採用されるix。全体として採用されるマー
ケティング・プロセスの概要を図表2に示す。この図
から明らかなように、このようなデスティネーショ
ン・マーケティングのプロセスは、基本的に戦略的マ
ーケティングのそれであり、客体が地域であることに
よる変更を加えたものである。もちろん、競合する他
地域との競争に打ち勝って、より多くの観光来訪者を
獲得するためには、このようなアプローチはそれなり
の効果を発揮するだろう。しかし、客体が地域である
という特性が、通常のマーケティングとは異なった問
題を招来させる危険がある。次節では、これまで行わ
れてきたデスティネーション・マーケティングにおけ
る問題点を整理してみる。 
 
３. 従来型観光マーケティングの問題点 
3.1従来型デスティネーション・マーケティングの問題
点 
 次のような状況を考えてみよう。ある地域が何らか
の観光対象を主要なアトラクションとして選択し、そ
れに沿ったテーマを設定して、そのテーマに興味を持
っているターゲットにプロモーションを実施してい
る場合である。具体的には、歴史遺産を取り上げて歴
史の町として、歴史に興味を持つ熟年層にアピールし
ても良いし、美しい砂浜を取り上げて、太陽と海の健
康的なスポーツの町として小さな子供のいるファミ
リー層をターゲットとしても良い。この後の比較のた
めに、このようなアプローチを「焦点型デスティネー
ション・マーケティング」と呼ぶことにしよう。焦点
型デスティネーション・マーケティングが成功して、
期待したとおりに来訪者たちが訪れたとしても、それ
で終わりにはならないのである。第1に、そのような
成功が永続するという保証はなく、ほとんどの場合、
時間とともに来訪者たちの興味の対象が変化したり、
新たな競合地域が現れてそちらに来訪者たちを奪わ
                                                          
ix Ernie Heath & Geoffrey Wall, "Marketing Tourism 
Destinations", p.128。 
れたりという、陳腐化が発生する。第2に、特にビジ
ネスとしての観光は、持続的な成長を要求し、そのた
めに新たな需要を惹き付けるという要求が発生し、そ
のためにリニューアルへの圧力が発生する。 
 いずれの場合にも、それまでのテーマに新たなアト
ラクションを追加したり、それまでとは異なったアト
ラクションとテーマを設定したり、といったてこ入れ
ないし変更を必要とする。ところが、製造業の場合は、
自社の製品をどのように作ってどのようにマーケテ
ィングするのかということをほぼ完全にコントロー
ルでき、異なったタイプの製品を同時に生産・販売す
ることも可能だが、デスティネーション・マーケティ
ングの場合にはそれが困難なのである。例えば、製品
のリニューアルを行う場合、それまでの製品は販売を
中止し、市場には新しい製品だけが供給されるように
切り替えることが可能である。あるいは、ある製造業
者が、同一製品カテゴリーの異なった複数製品を同一
の工場で生産することは、全く問題ではなく、逆に工
場の稼働率を確保するためには望ましいことですら
ある。生産する製品は、工場の生産ラインさえ対応で
きれば、高級品から低価格の普及品、あるいは華美な
装飾や流麗なデザインをまとった製品からシンプル
な実用品までどんなに幅広くても問題はない。製品カ
テゴリーにさえ制約されないかも知れない。もちろん、
全く異なったタイプの製品を一括りにして市場に提
供使用とすると顧客が混乱してしまう危険があるが、
それぞれに異なったブランドを付与して、異なったマ
ーケティングを行えば、この問題はクリア可能である。
しかし、デスティネーション・マーケティングでは、
このようなアプローチは困難である。少なくとも、地
理的には同一の地域内であることは自明なため、異な
った観光テーマを求める来訪者たちを混在させるこ
とになる。プロモーションにおいては、同一の対象を
異なったテーマで訴求すると、それらを受け取った人
びとがその地域に対して抱くイメージが混乱してし
まい、訪れてみたい場所という印象を与える力はそが
れてしまうだろう。 
 また、焦点型デスティネーション・マーケティング
として、特定の観光対象のみを主要なアトラクション
として取り上げると、選に漏れた観光対象に係わって
いる人びとの反発を招く危険がある。デスティネーシ
ョン・マーケティングの主体は、多くの場合に政府・
自治体や観光協会のような組織である。政府・自治体
は、基本的に国民や住民を平等に扱うということが前
提なので、選ばれなかった観光対象の関係者もまた国
民・住民なので、彼らから大きな反発が起きるような
施策は採りにくい。観光協会等も様々な立場の会員か
らなっているので、会員間に不公平感が起こるような
行動は避けがちになるという点では同様である。この
ようなことから、従来のデスティネーション・マーケ
ティングにおけるプロモーションでは、主要なアトラ
クションを目立たせていたりはしても、基本的にその
地域に存在する観光対象を総花的に網羅している観
光情報の提供が多く見受けられる。各地で発行されて
いる観光案内の冊子やホームページを閲覧すると、こ
のような傾向を観察することができる。これらを見る
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多く見受けられるが、それらを適切に組み合わせて、
ある観光来訪者の興味に充分応えられるようなセッ
トを提案できる観光プロモーションは実現されてお
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その中から自身の興味に対応する観光対象を探し出
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3.2 マーケティング近視眼と事業の定義の示唆 
 アメリカの著名なマーケティング研究者であるレ
ビットは、その著書『マーケティング発想法』の冒頭
で次のような逸話を紹介している。すなわち、「昨年、
4分の1インチ・ドリルが100万本売れたが、これは、
ひとびとが4分の1インチ・ドリルを欲したからではな
くて、4分の1インチの穴を欲したからである」という
逸話であるxi。この逸話が意味することは、消費者が
何らかの製品を購入するのは、その製品そのものを欲
しているのではなく、その製品が結果として消費者に
もたらす機能、すなわち顧客機能であり、そのことを
忘れてはいけないとうことである。観光の場合も同様
である。観光来訪者がある観光対象を訪ねるのは、そ
の資源ないし施設そのものに行きたいからではなく、
そこで何らかの経験をしたいと思うからである。それ
は、製品の場合の顧客機能と同様である。もちろん、
観光の場合の顧客機能は、歴史に思いをはせる、自然
を満喫する、地域独自の文化を体験する、心身の癒し
を得る、など様々な内容が考えられる。ここでは、こ
れらの観光が提供する顧客機能をテーマと呼ぶこと
にする。 
 それぞれの観光目的地は、どのようにして観光来訪
者に、彼らが求めるテーマを提供しているのだろうか。
当然、当該地域に存在する観光対象の中で、そのテー
マに適合する観光対象を訪れてもらい、それらを見学
したり、体験したりすることによって提供している。
このように考えると、同様のテーマであっても、顧客
層の違いで適合の仕方が異なったり、同じ観光対象で
あっても、異なったテーマを提供するために利用され
たりすることがあり得るということが理解できるだ
ろう。たとえば、自然を満喫するというテーマであっ
ても、若者は険しい山道や川下りといった内容を求め
るかも知れないが、高齢者や子供連れは展望台や高原
のようにもっとマイルドな内容でないと利用が難し
い。また、同じ展望台でも、ある人はそこで自然を満
喫したと感じるかも知れないが、別の人はそこで心身
の癒しという満足を得るかも知れない。エーベルは、
このように事業を顧客、顧客機能、そして代替技術の
3次元から定義することを提案しているxii。エーベルの
                                                          
xi T.レビット『マーケティング発想法』，p.3。 
xii D.F.エーベル『事業の定義』，p.37。 
事業の定義の概念図を図表5に示す。 
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出所：D エーベル著，石井淳蔵訳『事業の定義』，p.37より筆者
作成 
 
図表5では、ファミリー向けに自然を満喫というテ
ーマを提供する場合を示している。このように、事業
の定義を行い、図示することによって、それぞれの事
業者xiiiが現状として事業が誰に何を提供しているの
か、また同様の顧客に同様の顧客機能を提供している
競合者は誰か、そして今後さらに事業を進める場合に
どういう方向が考えられるのかといった様々な視野
を与えてくれる。ここで、需要として有望な顧客が求
める機能を満たす技術を自社が保有していないある
いは不足がある場合、製造業の企業であれば、その必
要な技術を自社で開発したり、あるいは外部から入手
したりすることができる。ところが、観光の場合、観
光資源を新たに開発することは非常に困難であるし、
新たな観光施設の開設もそう容易ではない。どちらも
多額の投資が必要であり、それを回収できるかが不透
明である。また、ありきたりの観光開発は地域の独自
性を薄めたり損なってしまったりする危険もある。そ
こで、同じテーマに寄与する既存の観光対象との新た
な組み合わせを考慮することの有望性に注目すべき
だと考えられる。 
 観光行動において来訪者たちが得るのは経験であ
                                                          
xiii デスティネーション・マーケティングのように、事業
そのものには直接携わっていなくても、それを推進しよう
としている者も含む。 
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る。経験財は、所有を伴わないので、限界効用の逓減
が小さく、類似の多数の対象を消費することが可能で
ある。4分の1インチ・ドリルは、1本所有すると2本目
は不要になり、あえて購入する消費者はいない。しか
し、観光の場合には、興味のあるテーマに関連する
様々な観光対象を訪問することへの欲求を持つ観光
来訪者は多い。従って、そのように関連する多様な観
光対象を組み合わせてプロモーションすることを考
慮するのは、デスティネーション・マーケティングの
訴求力向上のために可能なひとつの方向であろう。し
かし、ここで問題がひとつ発生する。特定の地域内に
ひとつのテーマに関連する観光対象がそんなに多数
存在するかということである。多数の関連する観光対
象がなければ、潜在的観光来訪者にそれらを組み合わ
せてプロモーションすることは不可能である。この問
題を解決するために、観光対象の立地範囲を拡大する
ことが必要となるのである。 
 
４. 『≪観光コンテンツ・リノベーション≫事業モデ
ルの構築』での取り組み 
4.1問題点解決への方策 
 従来のデスティネーション・マーケティングが、ど
んなレベルであれ、基本的に自治体等の行政区域の中
だけを客体として行われてきたために、そこで取り扱
われる観光対象も原則的にその行政区域内に立地す
るものに限られてきた。この壁を取り払い、近隣の自
治体に存在する観光対象も取り込んでいくことで、特
定テーマに関連する観光対象の対象数を一気に増加
させることが可能になる。このことは、潜在的来訪者
に提示できるテーマごとの内容を豊かにして、結果的
に、訪問先としての魅力を格段に高めることを可能と
するだろう。しかしながら、対象の地理的範囲を広げ
ることは、より長距離の移動を観光来訪者に求めるこ
とになる。せっかく提案した各地に散らばる観光対象
を来訪者たちは訪問してくれるだろうかと心配され
るかも知れない。 
 確かに、より広範囲に散らばった観光対象を訪問し
ようとすると、長距離の移動が必要であり、観光来訪
者にとっては負担が増えるだろう。しかし、かつての
ように徒歩と公共交通機関だけが移動手段であった
時代とは異なり、来訪者たちの移動性が高くなってい
る現在では、移動の負担を理由に広域の観光情報提供
を躊躇する理由にはならない。実際、財団法人日本交
通公社の調査によると、旅行先での主な交通手段は自
家用車が圧倒的に多く、全体の半数に達しており、か
つこの割合は増加傾向を示しているxiv。レンタカーや
タクシー・ハイヤーといった、移動性で自家用車に準
じる交通手段も、2006年での利用割合はそれぞれ約
6％と約4％であり、合計すると全体の1割に達してい
る。これらから、全体の6割以上の来訪者たちが多少
の距離であっても、自由に移動できる手段で観光を行
っていることが分かる。従って、このような広域の観
光提案が受け入れられる素地は既に整っていると考
えられる。もちろん、残りの4割の来訪者たちにも、
できるだけ移動しやすい環境を提供するために公共
交通機関を整備する等の努力は払われなければなら
ないが、それを実現するには需要が顕在化していなけ
ればならないので、広域の観光情報提供にまず取り組
むべきであろう。 
 
4.2 テーマ自己編集型デスティネーション・マーケテ
ィングの可能性 
 ところで、このように広域化した観光情報を多様な
テーマにそれぞれごとに対応して編集を行い、パンフ
レット等を作成・配布するとなると、従来の焦点型や
網羅型のデスティネーション・マーケティングと比較
して多大な費用が必要になることが危惧される。しか
し、この問題点は情報技術を活用することで避けるこ
とができる。普及が著しいインターネットの技術を利
用することによって、範囲と内容の両方でできるだけ
多様な観光対象についての情報をデータベース化し
ておけば、利用しようとする潜在的来訪者が自身の興
味あるテーマで検索することで、いわばその人専用に
自ら編集した観光プロモーション情報を提供するこ
とができる。このようなデスティネーション・マーケ
ティングを「テーマ自己編集型デスティネーション・
マーケティング」とよぼう。テーマ自己編集型デステ
ィネーション・マーケティングの概念図を、図表6に
示す。 
 
                                                          
xiv 2002 年には 47.4％だった旅行先での自家用車利用割
合が、2003 年には 49.1％となり、2006 年には 50.1％に達
している（財団法人日本交通公社『旅行者動向 2007 国内・
海外旅行者の意識と行動』，p.34）。 
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xiv 2002 年には 47.4％だった旅行先での自家用車利用割
合が、2003 年には 49.1％となり、2006 年には 50.1％に達
している（財団法人日本交通公社『旅行者動向 2007 国内・
海外旅行者の意識と行動』，p.34）。 
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検索結果を見やすく表示したり印刷したりできるよ
うにデザイン等に十分な工夫を施しておく必要があ
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ては、利用者の検索を待つのではなく、あらかじめそ
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を利用しているので、サーバの記録を分析しさえすれ
ば、利用者である潜在的観光来訪者たちがどのような
テーマでの検索を行ったか、そしてどのような観光対
象の情報を閲覧しているのかという、文字通りの顧客
情報が自動的に収集できるのである。従来であれば、
来客数の増減といった大まかなデータが事後的に得
られるだけだったが、リアルタイムに実際には訪れな
いかも知れない潜在的来訪者の情報も入手できるの
である。これらの情報は、観光目的地としての地域を
将来的にどのような方向へ進めるべきか等を考える
ためには貴重な示唆を与えてくれる情報である。 
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デスティネーション・マーケティングは、従来型のデ
スティネーション・マーケティングの限界を突破し、
大規模な投資などなしに潜在的来訪者を観光へと向
かわせる可能性を持った試みといえるだろう。 
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ィングのための広域観光情報システム構築 
 テーマ自己編集型デスティネーション・マーケティ
ングが有望だとして、実際に、どのような主体が、こ
こで提案されているような広域観光情報を取り扱う
ことができるのかという点は、解決が難しい問題であ
る。それぞれの自治体等は、観光協会等も含め、それ
ぞれが担当する行政区域が主要な担当領域であり、そ
れ以外の地域は他の自治体等の担当領域である。その
ような担当領域外の観光対象を扱うことは、それらへ
の集客を目的にしているとはいえ、越権行為と取られ
かねないために、簡単には始められないかも知れない。
相互協定的な関係を築いて、お互いに紹介しあうとい
う取り組みもひとつの可能性だろう。しかし、もし一
方が熱心で他方が熱心でなかったりすれば、不公平感
が協力関係を損なってしまうことも危惧される。また、
同じようなプロモーションを別々に実施するという
のは、いかにも非効率である。かといって、共同で行
おうとすると、負担の割合などの調整が必要になる。
市町村に対して、都道府県のようにひとつ上位の立場
から行えば、かなりの問題は解決できるが、都道府県
にも境界があり、そのレベルに問題が棚上げされるだ
けである。このレベル上昇による調整は、最後には国
に任せることになるが、そうなると範囲が広すぎて、
細部に目が届かない活動になってしまう危惧がある。 
 何らかの発想の転換が必要だろう。例えば、大学の
ような第三者がその役割を引き受けるという可能性
が考えられる。大学は、確かに特定の地域に立地はし
ているが、その活動範囲まで特定の行政区域に制限さ
れるものではない。また、基本的に中立的な立場であ
るため、観光情報のような内容に関して、利用者であ
る潜在的観光来訪者からは信頼性の高い情報と認識
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される、その結果利用促進が容易となることが期待で
きる。 
 これまで述べてきたような目的のために、『≪観光
コンテンツ・リノベーション≫事業モデルの構築』で
は広域観光情報システムの構築に取り組んだ。大学発
の観光情報という特色を出すために、観光学部学生た
ちの協力を得ながら、実際に県内各地の観光資源や観
光施設を訪問して、その概要データとともに、学生た
ちがその場で感じたコメントも掲載している。また、
概要データに関しては、統一フォーマットを設定し、
収録しているすべて観光資源や観光施設に対して、そ
の種別、住所（地図）、電話番号、トイレや駐車施設
の有無など、潜在的観光者がそこを訪問しようと考え
たときに必要となるだろう基本データを可能な限り
収録することによって、利用価値の高い情報となるよ
うにし、来訪意欲を高められるようにして、これまで
の情報提供の問題点解決にも取り組んでいる。これら
のデータを使い易いかたちで観光情報を提供できる
ようにした広域観光情報は、平成21年度末から、本格
稼働し、実験サイト「和歌山観光情報」として公開を
開始している。また、この観光情報システムには、閲
覧者からの意見等を収集するアンケートページも設
置されているので、希望や感想、またこの情報システ
ムを利用することによって来訪しようという気持ち
になったかどうか、といった情報も収集できるもので
ある。同サイトのトップページの様子を図表7に示す。 
 
図表7 実験サイト「和歌山観光情報」のトップページ 
ＵＲＬ：http://ts01.center.wakayama-u.ac.jp/tourism/sample_web/index.php 
実験サイト「和歌山観光情報」に蓄積されているデ
ータは、和歌山県内の全市町村への調査を行い、平成
23年4月末現在で、全体で579件の観光資源や観光施設
について、概要データやコメントおよび動画や静止画
による紹介データをふくめた全ファイル数は3,747フ
ァイルに達している。県内市町村ごとのデータ数等を
図表8に掲載しておく。 
 
図表8 実験サイト「和歌山観光情報」における紹介観光資源データ数 
平成23年4月末現在 
 
５. 実験サイト「和歌山観光情報」におけるアクセス
解析 
5.1 地域キーワード<和歌山>による検索からの訪
問 
 上述したような目的のために構築・公開された、
実験サイト「和歌山観光情報」では閲覧者のアクセ
ス情報を把握するために種々の情報収集手段を用意
している。約 1 年間の公開で収集された、利用状況
データをもとに、今回はその中の基本的な手段であ
るアクセスログを基に、主要な訪問ルートであるキ
ーワード検索からのアクセスを対象にした解析状況
地　　域 観光資源件数 写真・動画数 ファイル数
伊都郡かつらぎ町 20 123 143
伊都郡九度山町 20 86 106
伊都郡高野町 65 196 261
海草郡紀美野町 17 32 49
海南市 15 174 189
岩出市 15 58 73
紀の川市 20 300 320
橋本市 8 13 21
御坊市 12 66 78
新宮市 17 50 67
西牟婁郡すさみ町 21 150 171
西牟婁郡上富田町 4 6 10
西牟婁郡白浜町 18 50 68
田辺市 82 620 702
東牟婁郡串本町 25 261 286
東牟婁郡古座川町 18 35 53
東牟婁郡太地町 12 19 31
東牟婁郡那智勝浦町 15 28 43
東牟婁郡北山村 11 23 34
日高郡みなべ町 7 15 22
日高郡印南町 4 15 19
日高郡日高川町 13 34 47
日高郡日高町 5 7 12
日高郡美浜町 12 16 28
日高郡由良町 7 95 102
有田郡広川町 6 9 15
有田郡湯浅町 25 244 269
有田郡有田川町 14 15 29
有田市 7 12 19
和歌山市 63 416 479
全体 579 3168 3747
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について解析を試みる。これによって、当初の目的
のひとつである、潜在的観光者たちがどのようなテ
ーマに興味を持っているのかについて知見を得るこ
とになる。
 キーワード検索において、地域名を含むキーワー
ドによる検索は観光資源情報を得るための検索とし
て有効であり、特定の観光資源名ではなく、地域名
と観光関連語（例えば、「和歌山 寺社」）をキーワー
ドとして指定することにより、対象とする地域の対
象とする観光資源を見つける手段である。これは認
知度の低い観光資源を掘り起こすといった検索にも
適しており、情報の受発信側双方においてメリット
をもたらすものである。今回は指定の最も多い「和
歌山」に関して解析する。
5.2 解析諸元
 解析は 2010 年 4 月 1 日より 2011 年 2 月 20 日まで
のアクセスログに基づくものである。
5.2.1 観光資源登録数
 実験サイト「和歌山観光情報」における 2011 年 2
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3 bing 69 2.4%
4 BIGLOBE 53 1.8%
5 goo 41 1.4%
6 その他 36 1.3%
計 2,879 
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月 20 日時点での観光資源登録数は、和歌山県内 30
市町村からの観光資源で総数 472 件である（図表 9
参照。）
5.2.2　検索による訪問数
 上記期間における閲覧者（ユニークビジター）数
は 3,671 で、そのうちの 2,879（78.4%）がキーワー
ド検索からの訪問となっている。残りは他サイトに
掲載されているリンクを経由した訪問およびブック
マーク等からの直接訪問である。なお、リンク経由
の場合のリンク元は和歌山大学観光学部のホームペ
ージがほとんどとなっている。
 検索エンジンは Yahoo と Google で大半が占められ
ている（図表 10 参照）。
5.2.3　地域キーワード「和歌山」からの訪問数
 上記期間において、地域キーワードのうち、キー
ワード中に「和歌山」を含む検索の総数は1,246で、
キーワード検索中の43.3%を占めているが、幾つか
の条件により集計し直した結果を図表11に示す。
地域キーワードとしての解析対象は、図表11におけ
る条件2となる。条件3は広域（和歌山県内）、条件
2011年2月20日時点（集計時点が異なるので、図表8の数字とは
若干の増減がある。）
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出
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2
条件 1 のうち、「和歌山大学」、「和歌山城」
など、特定の固有名詞に含まれるものを除い
たもの
1,048
3 条件 2 のうち、「和歌山県」を含むもの 222
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6 条件 2 のうち、条件４を除いたもの 904
4 はより狭い地域（和歌山市内）を対象としている
ことは明白であるが、条件 5 は両者の意味合いが含
まれる。 
今回は、以下の観点に基づき、明確に「和歌山市」
を指定しているものを除いた条件 6（アクセス数
904）を対象として解析を行う。 
 <観点 1>広域（和歌山県内）を指定した地域キー
ワードの指定状況を調査する。 
 <観点 2>「和歌山」というキーワードは、広域／
地域の区別なく漠然とした指定である 
が、少なくとも検索を和歌山県内に絞り込もうとす
る意図があるものとして扱う。 
 なお、「和歌山」に次いで指定の多かった地域名は
「かつらぎ」で、以下、「岩出」、「白浜」、「有田」、
「勝浦」、「湯浅」、「有田川」などが続いている。 
 
5.3 詳細解析 
5.3.1 地域キーワ－ドの分類 
 地域キーワードは地域名と観光関連語を組み合わ
せて指定される。ここでは観光関連語を図表 12 のよ
うに分類する。 
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1 観光 「観光」を含む語 
2 地図関連 「地図」、「ルート」等
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資源 
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遺産 
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5.3.2 分類毎のアクセス数 
 分類毎のアクセス数を表 5 に示す。なお、観光関
連語がさらに複数組み合わせて指定されている場合
はそれらを重複して計上している。 
 
図表 13 観光関連語の分類別指定数 
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ス数 
比率 
（アクセス
総数：904）
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2 地図関連 142 15.7%
3 
資源 
分類別
自然・景観 48 5.3%
4 食・産物 49 5.4%
5 寺社・文化・遺産 57 6.3%
6 レジャー 80 8.8%
7 宿・施設 30 3.3%
8 イベント 12 1.3%
9 観光資源名 466 51.5%
10 地域名または地名 144 15.9%
 
 観光関連語として観光資源名（図表 13 における分
類 9：以下同様）を直接指定しているケースが過半
数を占めている。地域キーワードという形式ではな
く、観光資源名を単独で指定する検索もキーワード
検索全体の中で高い比率を占めている。これは知名
度のある、あるいは利用者が認知している観光資源
に関する情報を得るための通常の検索スタイルであ
る。利用者は当該観光資源が和歌山県内に存在する
ことを認識している可能性が高い。にもかかわらず
地域キーワードの形式で指定する理由は、同一名の
資源が他県にも存在した場合の絞り込みの効果を期
待するケースや、利用者が習慣として地域名を入力
するケースが考えられる。ちなみに、観光資源名で
最も多かったのは「磯ノ浦海水浴場」で、分類 9 に
おいて 22.1%を占めていた。これは後者のケースが
考慮に値することを意味していると考えられ、興味
深い。 
 地図関連（分類 2）は必ずしも観光とは関係しな
いが、「地図」や「マップ」等を含んだ地域キーワー
ドにより多くの利用者が当「和歌山観光情報」サイ
トに辿り着いていることから、観光情報の発信サイ
トにおいては十分に考慮すべき事項と考える。 
 観光関連語として観光（分類 1）を指定した検索
による訪問数は予想以上に少ないものであった。こ
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考慮に値することを意味していると考えられ、興味
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 地図関連（分類 2）は必ずしも観光とは関係しな
いが、「地図」や「マップ」等を含んだ地域キーワー
ドにより多くの利用者が当「和歌山観光情報」サイ
トに辿り着いていることから、観光情報の発信サイ
トにおいては十分に考慮すべき事項と考える。 
 観光関連語として観光（分類 1）を指定した検索
による訪問数は予想以上に少ないものであった。こ
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れは他の観光情報発信サイトでも多く用いられてい
る用語であるため、この地域キーワードのみでは当
サイト検索エンジンの検索結果表示で上位を占める
に至っていないことも要因の１つだと考えられる。 
 地域名または地名（分類 10）は、「和歌山」から
さらにエリアを絞り込むために指定されたもので、
利用者が興味をもつエリアの調査に役立つ。ちなみ
に、最も多かった地名は「磯ノ浦」で、分類 10 にお
いて 29.6%を占めており、資源分類別の「レジャー」
と組み合わせて指定されるケースが多かった。 
 資源分類別（分類 3～8）の指定はキーワード検索
時の利用者の絞込み意図を明確に表したものであり、
利用者の興味の対象の分析や情報サイト側でキーワ
ードを考慮する際の参考となる。今回の分類方法だ
と「レジャー」に関する指定が多かった。以下、資
源分類別に関して更にさらに詳細に解析する。 
 
5.3.3 種類別の詳細 
 キーワ－ドによる検索は語句のマッチングにより
行われるものであり、本来は一字一句の差異を厳密
に区別すべきであるが、今回は概略の傾向を把握す
るために同種のカテゴリーに属するものをグループ
化した。各資源分類毎にその中の主要グループを図
表 14 に示す。なお、資源分類およびその中のキーワ
ードグループはアクセス数の多い順に並べてある。 
 『レジャー』の中で「釣り」グループおよび「海
水浴」グループに属するキーワードが多く指定され
ており、この殆どは「磯ノ浦」という地名との組み
合わせとなっている。「飛び込み」グループや「ジェ
ット船」グループに関しては必ずしも一般的な用語
ではなく、既にこれら観光資源の存在を知っている
利用者がむしろ固有名詞に近いものとして指定した
可能性はあるが、これら観光資源の存在を知らずに
指定された場合は認知されるきっかけとなりうる。 
 『寺社・文化・遺産』における「武家屋敷」も固
有名詞的に指定された可能性が高いが、上述の効果
が期待できる。「寺社」グループに関しては多様な類
似語によって指定されている。「人物」グループでは
個々のアクセス数は少ないが、観光情報サイトにお
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ンにおける当サイトのランキング等が大きく影響す
る。今後は検索エンジンにおけるページランキング
等との関連についての調査とともに、下記の解析が
課題である。 
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なお、本来のコンバージョンレートは当該サイト訪
問と実際の観光行動との比率であるが、当面の主観
点をブランディングツールとしての効果を見ること
に置き、訪問と滞在時間やサイト内閲覧ページ数等
との比率、すなわち利用者の閲覧意欲との比率とし
て測る予定である。 
 
６．おわりに―新たな観光事業モデルへの起爆剤を
目指して― 
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サイト「和歌山観光情報」を稼働させることができ
た。また、この実験サイト「和歌山観光情報」を運
営することによって、閲覧者の観光情報へのアクセ
スに関する知見を得ることもできた。ただし、まだ
稼働後間がないこと、また当初は、不都合の修正な
どを並行するためにあまり広報を行わず稼働を開始
したことなどから、アクセス数の蓄積はまだまだと
いったところである。したがって、今回行ったアク
セス解析も試験的な性格をもっていることは否めな
い。今後は、実験サイト「和歌山観光情報」事態の
広報を積極的に行って、より広いユーザーに利用し
てもらえるようにすること、そしてその結果として
より多くのアクセスデータを集積することを目指さ
なければならない。そのために、今後も収録データ
の拡大・更新を継続的に実施するとともに、さらに
多くの潜在的観光者の興味を惹くような内容・構成
へと進化させる努力を続けなければならない。たと
えば、これまでのアクセス件数の傾向から、写真や
動画といった視覚的データの充実がアクセス増に貢
献するかもしれないという傾向が見られている。こ
のような傾向が一般的なものなのかどうかを検証す
るとともに、そのようなタイプのデータの充実を進
めるといった努力が必要であるxv。 
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のような状況を提供することによって、これまで以
上に、和歌山県地域への訪問意欲を高めていくこと
が出来ると期待できる。 
 一方、観光に関わる事業に携わっている人びとに
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れは他の観光情報発信サイトでも多く用いられてい
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は、観光者たちの興味や意見といった、事業を進め
ていく上で参考となる情報を、大学から提供するこ
とが出来る。この情報を参考に、それぞれの立場で、
観光者たちに今まで以上にアピールできる、あるい
は満足度を高める方策を考えることが可能となるだ
ろう。 
 また、観光には直接関わっていない地域住民の人
たちにも、このような情報システムができたことを
知らせることで、閲覧を勧めることが出来る。これ
に興味を持って、閲覧してもらうことによって、地
元をはじめ近隣、さらにはより広範囲の地域にどの
ような観光資源や観光施設があるのかを多くの人た
ちに知ってもらい、地域や観光への関心を高めるこ
とが可能である。その結果として、地域への愛着が
高まったり、訪れた観光者への対応（例えば、道を
教えて上げるといった簡単なことでも）が改善され
たりするといった効果が期待できるだろう。 
 そして、広域観光情報システムの利用のされ方を
通じて、潜在的観光者の観光情報への接し方あるい
は利用の仕方という、これまでなかった情報を獲得
する手段を手に入れることによって、大学は観光研
究をより一層進めることが可能となる。これまでは、
遠方にいる潜在的観光者たちがどのような観光に興
味があり、またどのようにそのための情報を手に入
れているのか、といったデータを収集することは、 
非常に難しく、また費用が必要であった。しかし、 
このシステムを運用することによって、このような 
データがほぼ自動的に収集できるようになるため、 
それを観光研究へ活用していくことが可能となるの
である。 
今回完成する実験サイト「和歌山観光情報」とい
う広域観光情報システムが、これらの 4 者の間で、
好循環を作り出すことによって、新たなアイデアが
生みだされる可能性がある。特に観光に関わる事業
に携わっている人びとが、このアイデアを自分たち
の事業に反映させることで、これまでなかったよう
な革新的な観光事業モデル構築に挑戦する機会を提
供できるだろう。そして、それを中心に 4 者それぞ
れが、一定の成功を収めることが、今回の研究の究
極の目的である。 
この究極目的達成をできるだけ確実にするために
は、この広域観光情報システムの利用価値を高め続け
ることが重要である。そのためには、完成後も継続的
に収録データの追加と更新を行わなければならない。
しかし、範囲を和歌山県内に限ったとしても（県内に
限る必要は全くなく、県境を越えて拡大していくべき
だが）、観光資源や観光施設は無数といって良いほど
多く、大学が単独でそれを全うすることは困難だろう。
今後は、利用者や地域の人びとの協力を得て、データ
の充実を行える仕組み作りが必要であろう。このよう
な仕組み作りが、今後の課題である。 
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要約：我々がこれまで培った高分子アクチュエータ技術と微細加工技術を融合し、安全で高機能な医療・
福祉用高分子マイクロマシンを開発することを目的とした。まず、マイクロマシン駆動装置としての高
分子アクチュエータ（イオン導電性高分子アクチュエータ、電子導電性高分子アクチュエータ、誘電エ
ラストマアクチュエータ）の発生力向上や動作環境の改善などを図った。さらに、同アクチュエータと
微細加工技術とを融合し、低侵襲医療用のマイクロ能動カテーテル、経皮薬物送達用のマイクロニード
ルアレイ、人工水晶体やカプセル内視鏡に応用可能な可変焦点レンズの要素技術開発を行った。 
 
１．緒言 
近年、高齢化の進展、健康志向の高まりに伴い、高
度で精密な医療・福祉機器に対する要求が強くなって
来た。医療では検査や治療に精密作業が必要な場合が
多く、マイクロマシンの概念提唱の当初より医療はマ
イクロマシンの重要な応用分野と位置づけられた。
1966年に制作された米国映画「ミクロの決死圏」に登
場した微小な潜水艦は、マイクロマシン技術の究極の
目標と言われている。 
マイクロマシンとは、マイクロメートルオーダから
ミリメートルオーダサイズの機械を言う。従来の巨視
的な機械を小型化した「マイクロメカトロニクス」と
半導体微細加工技術を用いて作製する「MEMS（Micro 
Electro Mechanical System：微小電気機械システム）」
とに分類される。現在、マイクロマシン（MEMS）の
研究開発では医療用途は一大分野を形成している[1]。 
従来のマイクロマシン特にMEMSではシリコンや
金属など無機材料が主要な構成材料であったが、近年
MEMSデバイスの材料をシリコンから高分子材料に
変える研究が盛んになってきている。シリコンでは得
られない特性・構造のデバイスを開発できたり、低コ
ストで製造できる利点がある。特にバイオ・チップや
光学デバイスといった分野での有力な基盤技術とな
る可能性が高い。また、医療用マイクロマシンには柔
軟で生体適合性のある材料の使用が必要であるが、高
分子には生体内での使用に適したものが多い。 
本研究は、これまで我々が培ってきたマイクロマシ
ン技術、特に高分子アクチュエータ技術、磁気アクチ
ュエータ技術、及び無機材料や高分子材料の微細加工
技術を基盤とし、これらの技術を医療・福祉用の高分
子マイクロマシンの開発に応用展開することを目的
とする。具体的には、これまで研究を進めてきた各要
素技術、すなわち高分子アクチュエータ技術や微細加
工技術を医療・福祉用高分子マイクロマシンへの応用
の観点からさらに改良すると共に、これら要素技術を
総合し医療や福祉用途の高分子マイクロマシンに応
用展開を図る。 
本研究でターゲットとした応用デバイスは、近年低
侵襲医療に多用されるカテーテルに外部から電気制
御可能な屈曲機構を搭載した「マイクロ能動カテーテ
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